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国　税／�平成26年分所得税の確定申告
� 2月16日～3月16日

� （還付申告は申告期間前でも受け付けられます）
国　税／�贈与税の申告� 2月1日（窓口受付は2日）～3月16日
国　税／�1月分源泉所得税の納付� 2月10日
国　税／�12月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 3月2日
国　税／�6月決算法人の中間申告� 3月2日
国　税／�3月、6月、9月決算法人の消費税等の中間申告

（年3回の場合）� 3月2日
国　税／�決算期の定めのない人格なき社団等の法人

税の確定申告及び納付� 3月2日
地方税／�固定資産税の第4期分の納付

� 市町村の条例で定める日

2 2015（平成27年）

給与所得者の特定支出控除の特例　給与所得者が、勤務に伴う一定の費用を、確定申
告を通じて所得から控除できる特例。昭和63年分所得税から適用されましたが、適用件
数は全国で毎年10件弱しかありませんでした。平成24年度税制改正で特定支出の範囲の
拡大など制度が見直された結果、25年分の適用件数は約1,600件と大幅に増えました。

ワン
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梅

◆  2 月 の 税 務 と 労 務 2月 （如月）FEBRUARY

11日・建国記念の日
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わ
が
国
の
製
造
業
を
代
表
す
る
産

業
の
一
つ
と
し
て
電
気
機
械
が
あ
り

ま
す
が
、
今
回
は
電
気
機
械
産
業
の

現
状
と
抱
え
て
い
る
課
題
に
つ
い
て

探
っ
て
い
き
ま
す
。

　

製
造
業
の
産
業
分
類
は
、
そ
の
時

々
の
情
勢
や
政
策
に
と
っ
て
の
重
要

度
に
よ
っ
て
細
分
化
や
統
合
、
移
転

が
行
わ
れ
ま
す
。

　

二
〇
〇
二
年
三
月
に
改
訂
さ
れ
た

日
本
標
準
産
業
分
類
で
は
、
Ｉ
Ｔ
革

命
に
よ
り
製
造
業
に
お
け
る
電
気
機

械
器
具
製
造
業
の
占
め
る
割
合
が
大

き
く
な
り
、
よ
り
細
か
く
分
類
す
る

必
要
が
生
じ
た
た
め
、
電
気
機
械
器

具
製
造
業
を
分
割
し
て
新
た
に
電
気

機
械
器
具
製
造
業
、
情
報
通
信
機
械

器
具
製
造
業
、
電
子
部
品
・
デ
バ
イ

ス
製
造
業
の
三
業
種
に
分
か
れ
ま
し

た
。

　

こ
こ
で
、
日
本
政
策
投
資
銀
行
の

調
査
に
基
づ
い
て
設
備
投
資
動
向
等

を
説
明
い
た
し
ま
す
。

　

二
〇
一
三
年
度
に
お
け
る
大
企
業

の
国
内
設
備
投
資
額
は
、製
造
業（
対

前
年
度
比
一
〇
・
六
％
増
）、
非
製
造

業
（
同
一
〇・一
％
増
）
と
も
に
増
加

し
て
い
ま
す
。

　

製
造
業
は
、
自
動
車
や
石
油
を
は

じ
め
、
鉄
鋼
を
除
く
全
て
の
業
種
で

前
年
度
を
上
回
っ
て
い
ま
す
。
非
製

造
業
も
運
輸
や
不
動
産
、
小
売
を
中

心
に
二
桁
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

電
気
機
械
の
国
内
投
資
は
、
Ｉ
Ｔ

バ
ブ
ル
の
反
動
減
の
後
、
二
〇
〇
三

〜
二
〇
〇
七
年
度
に
デ
ジ
タ
ル
家
電

の
需
要
増
を
受
け
て
、
半
導
体
や
デ

ィ
ス
プ
レ
イ
、
電
子
部
品
関
連
の
能

力
増
強
投
資
が
活
発
化
し
、
五
年
連

続
で
増
加
し
ま
し
た
。

　

こ
の
頃
、
電
気
機
械
は
製
造
業
の

国
内
設
備
投
資
の
牽
引
役
で
し
た
。

電
気
機
械
は
、
国
内
設
備
投
資
の
業

種
別
ラ
ン
ク
に
お
い
て
、
二
〇
〇
〇

年
以
降
五
回
も
首
位
に
な
っ
て
お
り
、

自
動
車
や
石
油
の
三
回
を
上
回
っ
て

い
ま
す
。
し
か
し
、
そ
の
後
の
投
資

は
振
る
わ
ず
、
足
元
の
収
益
低
下
に

加
え
、
半
導
体
や
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
の

能
力
増
強
投
資
の
減
少
や
太
陽
電
池

の
工
場
新
設
の
一
段
落
な
ど
で
二
〇

一
二
年
度
に
は
大
幅
減
と
な
り
ま
し

た
。

　

二
〇
一
三
年
度
は
、
デ
ジ
タ
ル
家

電
や
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
関
連
は
減
少
し

て
い
ま
す
が
、
世
界
的
に
需
要
が
拡

大
し
て
い
る
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
・
タ

ブ
レ
ッ
ト
向
け
の
半
導
体
や
電
子
部

品
及
び
材
料
は
増
加
し
、
産
業
用
機

械
や
蓄
電
池
も
前
年
を
上
回
り
三
年

振
り
に
プ
ラ
ス
と
な
り
ま
し
た
。
し

か
し
、
伸
び
率
は
二
％
台
と
低
く
、

回
復
の
強
さ
は
感
じ
ら
れ
ま
せ
ん
。

　

そ
の
背
景
に
は
、
欧
州
経
済
の
低

迷
と
中
国
経
済
の
減
速
、
海
外
企
業

と
の
競
合
激
化
、
外
部
へ
の
製
造
委

託
の
活
用
、
電
子
部
品
・
材
料
関
連

の
先
行
投
資
の
一
段
落
、
と
い
っ
た

要
因
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

■
　
電
気
機
械
の
投
資
動
機

　

二
〇
〇
三
年
頃
か
ら
デ
ジ
タ
ル
家

電
向
け
の
半
導
体
・
デ
ィ
ス
プ
レ
イ

や
太
陽
電
池
な
ど
の
新
工
場
建
設
が

相
次
い
で
能
力
増
強
投
資
の
比
重
が

高
ま
り
、
二
〇
〇
九
年
に
は
ピ
ー
ク

を
迎
え
ま
し
た
。
電
気
機
械
業
界
に

お
い
て
、
国
内
生
産
拠
点
と
し
て
の

工
場
建
設
が
積
極
的
に
行
わ
れ
た
こ

と
が
わ
か
り
ま
す
。

　

し
か
し
、
そ
の
後
は
能
力
増
強
投

資
の
ウ
ェ
イ
ト
が
急
激
に
低
下
す
る

一
方
、「
新
製
品
・
製
品
高
度
化
」「
維

持
・
補
修
」「
合
理
化
・
省
力
化
」

と
い
っ
た
既
存
設
備
の
高
度
化
・
有

効
利
用
に
シ
フ
ト
す
る
傾
向
と
な
っ

て
き
て
い
ま
す
。

　

電
気
機
械
の
設
備
投
資
は
、
二
〇

一
三
年
度
に
三
年
振
り
に
増
加
に
転

じ
た
と
は
い
え
、
本
格
的
な
生
産
能

力
の
増
強
に
踏
み
出
す
ま
で
に
は
至

っ
て
い
ま
せ
ん
。

■
　
海
外
投
資

　

製
造
業
の
海
外
投
資
は
、
自
動
車

の
能
力
増
強
や
鉱
業
の
資
源
関
連
を

中
心
に
四
年
連
続
の
二
桁
増
（
対
前

年
度
比
一
三
・
七
％
増
）
と
な
り
、

国
内
投
資
に
対
す
る
海
外
投
資
の
比

率
は
、
二
〇
一
二
年
度
の
六
八・
八
％

か
ら
二
〇
一
三
年
度
に
は
七
〇
・
三

％
へ
と
上
昇
し
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
電
気
機
械
で
は
、
国
内
投

資
が
増
加
に
転
じ
る
中
で
海
外
投
資

は
引
き
続
き
微
減（
同
〇
・
九
％
減
）

と
な
り
、
海
外
投
資
比
率
は
二
〇
一

二
年
度
の
三
七
・
五
％
か
ら
二
〇
一

三
年
度
は
三
二
・
四
％
へ
低
下
し
て

い
ま
す
。
自
動
車
で
大
規
模
な
海
外

投
資
が
行
わ
れ
た
の
と
は
対
照
的
な

動
き
と
な
っ
て
い
ま
す
。

電
気
機
械
産
業
の

今
と
こ
れ
か
ら
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二
〇
〇
八
年
以
降
の
海
外
生
産
能

力
の
増
強
に
つ
い
て
、「
円
高
以
外
の

理
由
が
主
因
」
が
大
半
を
占
め
る
ほ

か
「
製
造
・
輸
送
コ
ス
ト
の
低
さ
」

が
多
く
、「
為
替
リ
ス
ク
の
回
避
」
は

少
数
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。
生
産

拠
点
へ
の
立
地
は
、
為
替
だ
け
で
な

く
「
現
地
需
要
へ
の
対
応
」「
資
材

調
達
や
災
害
リ
ス
ク
等
の
分
散
」
な

ど
も
考
慮
し
決
め
て
い
る
と
言
え
ま

す
。

■
　
電
気
機
械
の
国
内
投
資
活
性
化

　

電
気
機
械
は
、
成
長
・
競
争
力
強

化
に
向
け
て
「
新
製
品
・
サ
ー
ビ
ス

の
開
発
・
設
計
」
に
注
力
す
る
比
率

が
六
二
％
と
際
立
っ
て
高
く
な
っ
て

い
ま
す
。
新
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
を
創

出
す
る
こ
と
が
緊
急
な
経
営
課
題
と

な
っ
て
い
る
こ
と
が
窺
え
ま
す
。

　

現
状
で
は
自
社
の
競
争
力
の
源
泉

と
し
て
、「
新
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
開

発
」
は
三
番
目
で
あ
り
、「
品
質
・
性

能
」「
研
究
開
発
・
技
術
力
」
を
強

み
と
す
る
企
業
が
多
く
な
っ
て
い
ま

す
。
自
社
の
技
術
力
や
品
質
を
磨
き

上
げ
る
こ
と
は
新
製
品
・
サ
ー
ビ
ス

の
創
出
に
あ
た
っ
て
不
可
欠
で
す
が
、

従
来
の
延
長
線
上
に
な
い
新
製
品
を

生
み
出
す
た
め
に
は
顧
客
の
ニ
ー
ズ

を
把
握
す
る
市
場
調
査
、
物
流
の
整

備
な
ど
が
必
要
で
す
。

　

ま
た
、
国
内
外
で
の
販
売
力
の
強

化
も
成
長
・
競
争
力
強
化
に
必
要
で

す
。
電
気
機
械
で
「
販
売
力
」
を
自

社
の
強
み
と
し
た
企
業
は
一
三
％
に

と
ど
ま
り
、「
販
路
拡
大
」
に
注
力

し
て
い
る
企
業
も
一
三
％
と
製
造
業

の
平
均
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。「
販
売

力
」
は
海
外
競
合
企
業
の
競
争
力
の

源
泉
と
し
て
二
番
目
に
多
い
回
答
と

な
っ
て
い
ま
す
。
今
後
の
成
長
が
期

待
さ
れ
る
海
外
市
場
で
海
外
競
合
企

業
に
負
け
な
い
た
め
に
新
興
国
を
中

心
に
販
売
投
資
を
拡
充
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　

海
外
競
合
企
業
の
競
争
力
の
最
大

の
源
泉
と
み
な
さ
れ
て
い
る
「
コ
ス

ト
」
を
自
社
の
競
争
力
の
源
泉
と
位

置
づ
け
る
日
本
企
業
は
非
常
に
少
な

く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

今
後
、
中
間
所
得
層
の
拡
大
が
見

込
ま
れ
る
新
興
国
で
は
、
現
地
の
ニ

ー
ズ
に
あ
っ
た
手
頃
な
価
格
の
製
品

が
売
れ
筋
と
な
り
ま
す
。

　

日
本
企
業
と
し
て
は
、
先
端
品
で

培
っ
た
技
術
力
を
高
め
海
外
市
場
に

積
極
的
に
進
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

■
　
電
気
機
械
の
国
内
・
海
外
生
産

　

電
気
機
械
の
中
で
も
、
Ａ
Ｖ
機
器

や
Ｐ
Ｃ
、
白
物
家
電
の
国
内
生
産
は

高
付
加
価
値
品
な
ど
ご
く
一
部
に
限

ら
れ
、
国
内
販
売
品
の
大
半
が
海
外

か
ら
国
内
へ
の
持
ち
帰
り
輸
入
と
な

っ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
こ
れ
ら

の
品
目
で
は
円
安
が
む
し
ろ
減
収
減

益
要
因
と
し
て
働
く
場
合
が
あ
り
ま

す
。

　

電
気
機
械
は
自
動
車
、
一
般
機
械

と
と
も
に
国
内
生
産
拠
点
か
ら
の
輸

出
で
貿
易
黒
字
を
稼
ぐ
三
本
柱
の
一

角
と
な
っ
て
い
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
こ
こ
数
年
は
急
激
に
黒

字
幅
が
縮
小
し
、
自
動
車
な
ど
と
比

べ
内
需
効
果
は
小
さ
く
な
っ
て
い
ま

す
。
部
門
別
に
み
る
と
、
無
線
通
信

の
シ
ス
テ
ム
化
な
ど
の
電
子
部
品
や

画
像
処
理
セ
ン
タ
ー
な
ど
で
は
黒
字

を
維
持
し
て
い
ま
す
が
、
デ
ジ
タ
ル

家
電
は
黒
字
が
ほ
ぼ
な
く
な
り
、
ス

マ
ー
ト
フ
ォ
ン
な
ど
の
通
信
機
器
や

白
物
家
電
で
は
大
幅
な
輸
入
超
過
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

為
替
以
外
の
要
因
が
輸
出
の
減
少

と
輸
入
の
増
加
を
も
た
ら
し
て
い
る

部
分
が
大
き
い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

輸出の今後３年間の見通し 輸出増加見通しの理由
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資料：「製造業をめぐる現状と課題」平成 26年 3月経済産業省製造産業局
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■海外需要（既存顧客）の回復 ■為替レートの変化
■取引先の海外生産移管 ■自社（グループ企業含む）の海外生産移管
■海外新規顧客の開拓 その他
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　取引先に対し通常、自社への入金がきち
んと実行されているかチェックされている
ことと思います。しかし、取引先がお金は
あるのに支払いを渋っている場合、会社は
どう対応していますか？このような場合の
注意事項は以下の通りです。
①　未払い発覚時に直ちに催促する
　　未払いを発見したら直ちに催促します。
時間が経つほど相手の罪悪感は薄れてき
ます。そのうちに、いつの間にか当社は
“支払いにうるさくない会社”という眼で
取引先以外の会社からも見られるように
なり、資金繰りに影響します。

②　支払いは約束事なので、必ず書面化す
ること

　　書面というと苦手意識のある経営者や
営業の方がいますが、後日のためにも書
面化は必要で、ポイントは次の通りです。
イ　文章は短く、シンプルに

ロ　誰が読んでも分かるように
ハ　「文語的」「攻撃的」「恨み節」などの
要素は不要。脅迫などはもってのほか

　次に督促文の文例を紹介しましょう。

　「さて、弊社からお送りした○月○
日付け請求書にてご請求申し上げた×
×円について、本日現在、入金を確認
することが出来ません。
　つきましては、改めてご請求申し上
げますので、○月△日まで、下記口座
にお支払い下さい。
　お支払いいただけない場合には、法
的措置を検討せざるを得ませんが、そ
うなる前に、円満に解決できますよう、
お願い申し上げます。」

　なお、内容証明郵便で送る方法は今後の
取引を考えると疑問が残ります。上記文書
についても、貴社と取引先の状況に合わせ
考えてご検討下さい。

　「わかる」ということの本質を考えてみま
しょう。
　最近では、テレビで「あなたの健康」とい
った健康に関する番組が散見されます。例
えば、先日、長野県民は長寿を誇っていま
すが、その秘訣は、という紹介がありまし
た。その内容は…
　３分間の早歩き、その後、息を整えなが
ら通常の速さで３分間の歩き、これを10
回位繰り返す、というものでした。
　視聴者の多くの方は、このことが「わかっ
た」としています。
　しかし、「実践していないことは、わか
っていないのと同じ」です。さらに、「わ
かる」「わかっている」のレベルというのは、
「行動が変わる」もしくは「変わっている」
ことを示すものです。
　「わかる」という言葉は「過去の自分と未
来の自分を、現在を分かれ目として分ける」
ことを意味しているからです。

　

厚
生
労
働
省
は
平
成
二
十
六
年
九

月
十
日
の
労
働
政
策
審
議
会
で
新
成

果
給
制
度
「
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
・
エ

グ
ゼ
ン
プ
シ
ョ
ン
」
を
は
じ
め
と
す

る
労
働
時
間
法
制
見
直
し
の
論
点
を

発
表
し
ま
し
た
。

　

改
革
の
最
大
の
根
拠
は
、
日
本
の

労
働
生
産
性
が
低
い
こ
と
で
し
た
。

　
「
一
時
間
で
ど
れ
だ
け
の
価
値
を
生

ん
で
い
る
か
」
を
見
る
と
、
日
本
は

四
〇
ド
ル
で
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
の
八
七

ド
ル
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
の
八
〇
ド

ル
の
半
分
で
す
。

　

米
国
、
フ
ラ
ン
ス
、
ド
イ
ツ
も
六
〇

ド
ル
前
後
で
日
本
よ
り
高
く
な
っ
て

い
ま
す（
日
本
生
産
性
本
部
・
調
査
）。

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
比
較
で
は
、
加
盟
三

四
カ
国
中
、
日
本
は
第
二
〇
位
。

　

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
や
米
国
の
生
産

性
が
高
い
の
は
、
金
融
業
の
結
果
で

あ
る
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
今
後
、
柔
軟
な

働
き
方
の
導
入
に
向
け
て
議
論
が
本

格
化
し
て
く
る
で
し
ょ
う
。

支払いを渋る相手には

「わかる」の意味
労
働
生
産
性


